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１．調査研究の目的

我が国の廃棄物行政、とくに都市ゴミ、すなわち

家庭等から排出されるいわゆる一般廃棄物の処理処

分は、１９７０年（昭４５年）に施行された通称、廃棄物

処理法に規定される方法により行われている。その

中心は、運搬、収集された廃棄物を中間処理施設と

呼ばれる焼却炉で焼却し、残った焼却灰を最終処分

場に埋め立てる方法にある。

１９７７年、オランダで都市ゴミの焼却により発生す

る排ガス及び焼却灰に猛毒を有するダイオキシン類

が含まれることが判明した後、欧米先進諸国はいか

にして廃棄物を減らし、焼却を削減するかに邁進、

努力してきた。

しかし、我が国はその後も一貫して廃棄物の焼却

と焼却灰の埋め立て処分を継続し今日に至ってい

る。

これら我が国の廃棄物行政の継続の結果、１９９９年

国連環境計画（UNEP）が発表した世界各国が排出

するダイオキシン排出量インベントリーでは、日本

一国が世界全体の約半分のダイオキシンを排出して

いることになった。

また紙、生ゴミ、木材、プラスチックなど、本来、

資源であるべき多くの廃棄物を焼却することによ

り、我が国の廃棄物行政は、２１世紀の循環型、持

続可能な社会の潮流、動向にも逆行することになっ

ている。

本研究の目的は、我が国の廃棄物政策、行政の主

たる特徴である「焼却主義」の実態を国から地方に

流れる焼却施設等への国庫補助金、特別地方交付金

などの資金量とその流れのメカニズムを中心に、実

証的に把握し、解明することにある。

２．調査研究の方法

本研究では、市町村等、地方公共団体が建設する

一般廃棄物の中間処理施設（焼却炉、溶融炉）に、

国（旧厚生省、現在は環境省等）から出される補助

金、すなわち国庫補助及び地方交付税の特別枠とし

て市町村の交付される実態について、全数調査を実

施した。

調査年度は１９９５年度から２０００年度である。国庫補

助については、いわゆる通常の国庫補助金に加え、

地方交付税の特別枠（地方特別交付税）についても

含めた。

本調査を開始した時点では、国の行政文書に係わ

る情報公開に関する法が施行されていなかったこと

もあり、衆参議院議員に国政調査権に準ずる政府へ

の情報提供を依頼した。国の情報公開法が施行され

た２００１年５月１日以降は、同法に基づき情報開示が

関連省庁からなされるようになっている。

なお、本調査研究に関連し当初情報提供を依頼し

た省庁は、環境省、総務省、経済産業省である。理

由は、環境省（旧厚生省）が焼却炉本体建設工事、

改修工事等、総務省（旧自治省）が広域処理等、経

済産業省（旧通産省）がゴミ発電施設等に対して国

庫補助を行っているからである。

３．国庫補助の総事業費の推移

我が国のゴミ焼却炉建設事業に対する国庫補助

は、１９６３年度、厚生省の第一次廃棄物処理施設整備

計画により始まった。１９６４年度からの補助額の推移

をみると図１に示すように、第３・４次整備計画に

相当する期間、すなわち１９７２～１９８０年度、とくに第

７次計画２年度目の１９９２年度、第８次計画５年度目

の２０００年度に非常に大きな伸びがみられる。
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単位：億円

２，５１０．８５，３７５．７２０００年

１，６３４．１３，８２９．２１９９９年

１，２６４．６２，４９０．７１９９８年

２６８．０３，４９７．７１９９７年

１０３．６３，１２６．５１９９６年

１１０．７３，５０８．４１９９５年

排ガス高度処理事業ごみ焼却施設全体総事業費

表１ 一般廃棄物焼却施設の総事業費の推移

 

図１ ごみ焼却施設の国庫補助額の推移（年度別国庫補助交付総額）

図２ 一般廃棄物焼却施設の総事業費の推移
（累積合計額） 単位：億円

１９９４年度からはゴミ燃料化施設（RDF 製造施設）

に対する補助の交付が始まり１９９８年度に大きな伸び

をみせている。さらに、１９９５年度から２０００年度にか

けては、環境省（旧厚生省）、総務省（旧自治省）、

経済産業省（旧通産省）の関連３省による一般廃棄

物の焼却施設総事業費及びダイオキシン対策など排

ガス高度処理事業が行われるようになり国庫補助の

総額は巨大なものとなる。表１及び図２は一般廃棄

物の焼却施設の総事業費の推移を示している。図よ

り明らかなように１９９５年度以降、国庫補助にダイオ

キシン対策などの排ガス高度処理事業が加わった。

その結果、年間総事業費は、１９９５年度の３，６１９億円

から２０００年度の７，８８６億円に一気に増加することに

なった。１９９５年～２０００年の６年間の累積額は焼却施

設は２兆１，８２８億円、高度処理事業は５，８９２億円であ

る。両者の合計は２兆７，７２０億円に達している。

この額は、我が国のゴミ行政に伴う焼却炉等の施

設建設が土木工事同様、大規模公共事業であること

を示すものである。
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図３ 国庫補助対象事業件数の推移

図４ 対象事業規模（処理能力）の推移

５，２００万円�１t あたり平均事業費

１７３事業�対象事業数

１９９５～２０００年度
国庫補助新規採択事業

�対象事業

日処理量５０トン以上に限定した場合

６，２７０万円�１t あたり平均事業費

２５１事業�対象事業数

１９９５～２０００年度
国庫補助新規採択事業

�対象事業

全対象事業の場合

表２ 国庫補助対象事業の１トン当り平均事業費

４．規模別件数の推移

国庫補助の件数で見ると、図３に示すように旧厚

生省が焼却炉の構造基準・維持管理基準等のダイオ

キシン新ガイドラインを発表した１９９７年度から、ダ

イオキシン対策用のバグフィルター設置などの「排

ガス高度処理事業」に対する国庫補助件数が増加し、

ごみ焼却施設建設に対するものとほぼ同程度になっ

ている。

その後、ごみ焼却施設建設は、１９９８年に国庫補助

対象が大型炉（処理能力１００トン／日以上）に限定

されたため、１件あたりの補助額が増加し補助件数

は減少している。一方、排ガス高度処理事業の補助

件数は大幅に伸び、２００２年１２月の排ガス濃度基準強

化を目前に控えた２０００年度には１７１件と１９９５、１９９６

年頃の約１０倍に伸びている。次に、ゴミ焼却施設国

庫補助対象事業規模（処理能力）別の件数の推移を

図４に示す。

１９９５～１９９７年度までは処理能力１０～５００トン／日

の事業が多く、地域の実情に応じたばらつきがみら

れる。１９９８年度、１９９９年度は国庫補助要件が１００ト

ン／日以上に限定されたため、離島などの例外を除

き１００トン／日以上のみとなった。なお２０００年度に

は１００トン／日の要件が事実上撤回されたため１００ト

ン／日未満の事業もみられるが、広域処理が推進さ

れ、また２００２年度の排ガス規制強化に対応するため

１００～５００トン／日の大規模施設が急増した。

５．焼却炉（含む溶融炉）トン当り平均事業費

表２は１９９５年度～２０００年度において国庫補助で新

規採択された２５１事業の１日の処理能力１トン当り

の建設事業費及び５０トン以上の１７３事業に限定した

場合の建設事業費を示している。表より明らかなよ

うに２５１の全事業の平均建設費はトン当り６，２７０万

円、また日処理量５０トン以上に限定したトン当たり

の建設費は５，２００万円となっている。

６．処理量１トン当たりの建設費、建設数統計

図３に焼却炉の日処理能力１トンあたりの建設事

業費と国庫補助対象事業数（１９９５～２０００年度新規採

択事業）を示す。建設事業費は４，０００万円／トン～

７，０００万円／トンの件数が突出して多い。諸外国に

おける焼却炉建設費と比較すると処理能力あたりの

事業費の比較を行うことが出来る。
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図５ 処理量１t 当たりの事業費と対象事業数
（１９９５～２０００年度新規採択事業）

図６ 規模別の処理能力１t あたりの事業費

５，１２１１１０００～２０００t／日

５，３６４１６５００～１０００t／日

５，０３３５２２００～５００t／日

５，１６９６２１００～２００t／日

５，３８８４２５０～１００t／日

６，４００３８２０～ ５０t／日

７，４３３２３１０～ ２０t／日

１５，２８３１７０～ １０t／日

１トンあたりの
建設事業費［万円／t］

事業数処理能力

表３ 規模別の処理能力１t あたりの事業費

出典：プランド研究所、「各国焼却炉コスト比較調査」より抜粋

５，０４３日立造船等ストーカ炉埼玉東部日 本

４，９７９三菱重工マルチン港 区日 本

４，７４３タクマ等タクマ式江 東 区日 本

１，５８１東ロンドン英 国

１，５００ストーカ炉米 国

２，０５５日立造船富 川韓 国

１，３４５Gadoux Inc.ストーカ炉東ジャワインドネシア

１，１９６三菱重工ストーカ炉セ ノ コシンガポール

２，０９３日本鋼管ストーカ炉台 北 市台 湾

１，５７４タクマストーカ炉台 北 市台 湾

１，９３９三菱重工ストーカ炉台 北 縣台 湾

建設費メーカー名炉形式建設地国 名

表４ 世界各国の焼却炉建設費 単位：万円／トン

６．焼却炉規模別１トン当り平均事業費

表３及び図６は事業規模別の日処理能力１トン

当りの平均事業費を示している。表からは、１０トン

以下の事業費が１億５千万円以上と高額となってい

ること、また大規模化するにつれほぼ定額となって

いることが分った。しかし、５０トンを超えるとほぼ

５，０００万円前半となっており、規模の経済がまった

く効いてないことも分った。

通常、この種の工業製品では、規模の経済性が効

くが、統計から見る限り焼却炉、溶融炉の分野では

数１００億円規模の建設事業費においてもどういうわ

けか、規模の経済が効いていなことも判明した。

７．焼却炉建設事業費の国際比較

以上の調査により、日本の場合処理能力１トン

当たりの焼却炉の平均建設事業費は、５，０００万円台

にあることが分かった。しかも、これらの平均建設

事業費は、焼却炉の規模にほとんど関係なく５０トン

から２，０００トンまでほとんど変わらないことも分

かった。表４はプランド研究所による各国焼却炉コ

スト比較調査結果の一部である。表からは日本の建

設費が場所、メーカー、炉形式によらず平均で４，９２２

万円である。この額は本調査研究で判明した額、す

なわち約５，０００万円とよく一致している。

一方、諸外国の場合、処理能力１トン当たりの建

設事業費は、１，１９６万円～２，０９３万円で平均１，６６０万

円であった。単純に両者を比較すると、我が国の建

設単価は諸外国の約３倍高額となる。
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写真は台北縣の最新ストーカー炉

表４をよく見ると、同じメーカー（三菱重工）の

内外における建設単価が最高４倍異なることが分か

る。当然、建設年次、為替レート、またさまざまな

前提条件が異なるであろうが、非常に大きな価格差

となっている。

そこで筆者らは、日本同様、永年一般廃棄物の焼

却主義を行っている台湾（中華民国）に、２００２年６

月、弁護士ら１９名とともに現地視察を行った。

現地では、環境保護署総合計画局次長らが台北市

郊外の台北縣で稼働を開始したばかりの最新のス

トーカー炉を案内してくれた。

写真は台北縣で稼働を開始したばかりのストー

カー炉である。この焼却炉は台湾の民間企業（Ficht-

ner Engineering Consultants）がデンマークから技

術を導入しが設計施工を行い、中興電工機会股分公

司が日常的な管理運用を担当していた。この焼却炉

の中枢プラント等の総建設事業費は５３億台湾ドル、

処理能力１トン当たりの建設事業単価は約１，５００万

円、同グループが台北市北にある新店地区に建設し

たストーカー炉は建設事業単価は約１，９００万円で

あった。いずれも日本の同型炉の１／３前後であっ

た。これらの焼却炉はともに国際競争入札を行った

ものである。また公害防止設備も触媒塔など最新の

設備がついており、ゴミ発電装置も完備していた。

さらに在日米国大使館商務部への聞き取り調査に

よると、米国ではストーカー炉のトン当たり建設事

業単価は、１，１００万円～１，５００万円であった。

このように我が国の焼却炉の処理能力１トン当た

り建設事業費は、国際標準コストからみてきわめて

高額である可能性が高い。

８．ゴミ焼却施設建設費の国庫補助メカニズム

本研究では、ゴミの焼却あるいは溶融に関連する

施設の建設事業費（国庫補助等を含む総額）の推移

の調査とともに、国から市町村に国庫補助費などが

どのように流れているのか、メカニズムの詳細を調

べた。

図７～図９は、基礎自治体が国から国庫補助を受

け、焼却炉あるいはガス化溶融炉等を建設する場合

の国から地方への資金の流れを占めている。ここで

図中の中枢プラントには、焼却炉本体、バグフィル

ターなどの公害防止設備、煙突、建屋などが含まれ、

国庫補助の対象となる。いわゆる国庫補助は、旧厚

生省、現在の環境省大臣官房リサイクル部が担当す

る。図中、地方債の償還（借金返済）を地方交付税

によって賄う部分は旧自治省、現在の総務省が担当

している。

図７をもとに国庫補助のメカニズムを説明する。

まず国庫補助事業（中枢プラント）のうち総額の５０％

（半額）が環境省からの国庫補助で賄われる。残り

の建設事業費（全体の半分）のうち、５％は地方交

付金（国から地方へ交付される税金）で賄われ、残

りの９５％は地方債（自治体の借金）によって賄われ

る。ところがこの地方債の償還（借金返済）のうち、

５０％～７０％（条件および起債の種類によって異なる）

に総務省が地方交付税を交付することで、自治体の

返済を実質的に肩代わりすることとなる。図７の事

例では最終的に国から市町村への補助は建設事業費

総額の８４％にも達することになる。

この国から地方への補助は、図８の国庫補助率が

２５％（１／４）の場合でも７２％に及ぶ。また図９の

地方全面単独事業の場合でも６０％に及んでいること

が分かった。すなわち、中枢プラントについては、

建設事業費の大部分が国からの補助金で賄われてい

ることになる。
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図８ 国庫補助（補助率１／４の場合）のメカニズム

図９ 地方単独事業の場合のメカニズム

図７ 国庫補助（補助率１／２の場合）のメカニズム

一方、中枢プラント以外の事業費（国庫補助を受

けられない施設の場合は全事業費）の７５％～８５％（条

件によって異なる）は地方債によってまかなわれ、

残りの１５％～２５％が自治体の一般会計からいわば頭

金として支出される。しかし、図にあるように、地

方債の半分が総務省から自治体への地方交付税の交

付により、国が自治体の返済を実質的に肩代わりす

ることになっている。

これらの国庫補助や地方交付税による償還の原資

の多くは、いわゆる国債によっている。また地方自

治体の地方債、縁故債等もあり、最終的に国、自治

体の累積債務を増やすことになる。

９．さいごに

本調査研究により日本の「廃棄物焼却主義」の実

態が財政面から定量的に明らかになった。

我が国では１９９５年度から２０００年度の５年間に、合

計２兆７，７２０億円が支出されていることが分った。

これは、廃棄物処理施設建設が土木工事同様、巨大

な公共事業と化していることを示すものである。し

かもこれらの公共事業が他の土木工事同様、膨大な

国庫補助、特別地方交付金によって支えられている

こともわかった。さらに、焼却炉等の処理能力１ト

ン当たりの建設事業費が平均約５，０００万円と諸外国

に比べ２～３倍も高額であること、さらに本調査研

究では中央集権的な国庫補助の財政メカニズムも明

らかになった。

最後に、国庫補助データの入手に際し中村敦夫参

議院議員、加藤修一参議院議員、河野太郎衆議院議

員の各政策秘書に大変お世話になった。ここに感謝

の意を表したい。
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